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研究成果の概要（和文）：労働経済学や人的資源論の分野では、既に「従業員間のコミュニケーションの量が多
くなることが自社内での課題解決能力を上昇させる」ことが確認されており、従業員同士の結びつきと生産性の
間に因果関係が存在することは、概ね共通見解となってい る。その一方で、どうすれば従業員間のコミュニケ
ーションが活発になるのかという疑問については未だ明らかにされていない。そのため、本研究では職場環境の
向上を模索する 企業の協力のもと、「職場環境の改善によってコミュニケーションの量・ 質が向上するのか」
をフィールド経済実験から明らかにすることを目的とする。

研究成果の概要（英文）：In the fields of labor economics and human resource theory, it has already 
been confirmed that "a greater amount of communication among employees increases their ability to 
solve problems," and it is generally a common view that a causal relationship exists between 
employee ties and productivity. On the other hand, the question of how to increase communication 
among employees remains unanswered. Therefore, with the cooperation of a company, this study aims to
 clarify, through field economic experiments, whether "the quantity and quality of communication 
improves with improvements in the work environment.

研究分野：労働経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
2023年度は2021年度から研究連携を進める企業(コマニー株式会社)と繰り返し協議をし、実験デザインを考案・
修正し、そして本実験を本社と東京営業所の2 か所で行ったので、当初の計画以上に研究は進んだと判断する。
新型コロナウイルス感染症拡大により2020年度の研究が停滞したことから、研究を始める前に想 定してたスケ
ジュールよりも遅れていたが、ほぼ予定通りに戻ったといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者は、これまで研究に専念してきた「制度が文化を通じて人々の社会規範や公共心に与
える影響：実験室実験とフィールド実験」（JSPS 課題設定による先導的人文学・社会学研究推進
事業（実社会対応プログラム）平成 27年〜30 年）で得られた研究結果に基づく新たな問題点を
解決することからこの研究プロジェクトの着想に至った。以前の研究では、投票というコミュニ
ケーションが無い場合の集団意思決定に着目していたが、コミュニケーションができる状態で
の集団意思決定の効率性、そしてその効率性を高めるような環境をどのように設定すればいい
のかという疑問が湧き、本研究の着想となった。またコミュニケーション有りの集団意思決定の
状況として職場を選んだ。今後、労働人口が減少する中、数少ない人材で効率良く生産活動をし
なければならない。個人の職能スキルはもちろんのこと集団の職能スキルを高めることも重要
である。会議室の環境によって、ブレスト形式の会議に参加するメンバーの利他性や同調相互関
係が深まり、集団全体のスキルが向上することが期待される。それを決める職場環境は重要であ
り、解明すべき問題と考える。 
 
 
２．研究の目的 
2019 年 4 月から始まった働き方改革などの流れを受けて、多くの企業が従業員にとって快適で
働きやすく、かつ生産的な職場環境の構築を目指すようになってきた。労働経済学やモチベーシ
ョン研究を含む人的資源論の分野では、既に「従業員間のコミュニケーショ ンの量が多くなる
ことが自社内での課題解決能力を上昇させる」ことが確認されており、従業員同士の結びつきと
生産性の間に因果関係が存在することは、概ね共通見解となっている。その一方で、どうすれば
従業員間のコミュニケーションが活発になるのかという疑問については未だ明らかにされてい
ない。そのため、本研究では職場環境の向上を模索する企業の協力のもと、「職場環境の改善に
よってコミュニケーションの量・質が向上するのか」をフィールド経済実験によるアプローチか
ら明らかにすることを目的とする。ここでいう職場環境とはブレスト形式で行われる会議に使
う会議室が開放的な環境にあるかどうかであり、部屋の環境に着目する。 
 加えて、プリンシパル（上司）とエージェント（部下）との関係の継続性の不確実性、そして
プリンシパルがエージェントの努力水準を観察できないという不確実性という 2 つの観点から
コミュニケーションの質を捉えた。このコミュニケーションの質がラチェット効果に及ぼす影
響をラボ実験から検証した。ラチェット効果とは、前期の成果に基づいて次期の目標が設定され
る場合、達成の難しい目標設定を避けるために、故意に前期の努力水準を引き上げる行為のこと
である。 
 
 
３．研究の方法 
（１）職場環境に関するフィールド実験 
① 研究のイメージ 

 

職場環境の改善 ⇒ 社員間のコミュニケーションが活性化 ⇒労働生産性の上昇  

 

    因果関係はあるのか？         プラスの効果が概ね共通認識 
 
 
 
② 研究手法 
生産性・エンゲージメント指標の効果検証に使用されてきたウェアラブル・センサーを用いたこ
れまでの分析があるが、我々の研究では機械学習を応用したテキストマイニング（dictionary 
method, topic modelling）を用いて、実際の会議での従業員間のコミュニケーションから収集
される音声情報を定量情報に変換したうえで、分析に使用します。これによって、従業員同士の
コミュニケーション量の変化に加えて、ウェアラブル・センサーだけでは測定することが難しい、
ブレスト形式会議で求められるコミュニケーションの質の変化や広がり、そして意思決定まで
のスピードの速さが職場環境によって変化するのかを検証することができる。  
 
 
③ 本研究で明らかにすること 
本研究で明らかにすることは 2つある。1つ目は、会議の場所を開放的にすることで従業員間の
コミュニケーションは影響を受けるのか、コミュニケーションの量は増えたのか、そして意思決



定までの時間は早くなったのかである、2つ目は、コミュニケーションの量が増えることで、交
わされる会話の内容は変化したのかである。 

 
 
④実験デザイン 
 実験参加者（大学生）を４人１組にしたグループを形成し実験を行う。 
 グループに共通の課題（新しい国民の祝日を考えてください）を与え、メンバーにアイデア
出しをしてもらう。議論する時間は 30 分とする 

 議論する環境は２種類あり、２面がガラス張りとなり人々の往来が見える環境（セミクロ
ーズ）と外部からの視線を完全に遮断した環境（クローズ）とした。 

 会話データを録音し文字起こしをする。また、参加者の許可のもと、議論中の映像を録画し
た。 

 
 

 
 
（２）ラチェット効果実験 
① 研究の手法 
エージェントと契約したプリンシパルは、エージェントの努力水準が観察できないとする。すな
わち、「情報の非対称性」にある状態である。またプリンシパルとエージェントの契約は原則、
複数期間続くものとする。このような状況において、プリンシパルがエージェントに支払う毎期
の報酬が目標に達したかどうかで決まる場合、エージェントはできるだけ目標を低く設定した
いと考える。目標の設定が前期の成果に基づいて決まる場合、エージェントは、達成の難しい目
標設定を避けるために、前期の努力水準を引き下げることを選択する。これが「ラチェット効果」
である。したがって、ラチェット効果が観察される条件は、情報の非対称、複数期間契約、そし
て前期の成果に応じた目標設定と目標をもとに決められる報酬体系である。 
 
 
② 実験のデザイン 
 56 名（大学生）がラボ実験に参加した。 
 プリンシパル役となる参加者とエージェント役となる参加者が無作為にマッチして生産活
動を行う。 

 プリンシパルは利潤を最大化、エージェントは報酬最大化に努める。 
 生産活動は最大二期間続くが、100％の確率で第二期目に進む場合、50％の確率で第二期目
に進む場合、20％の確率で第二期目に進め場合の３パターンを考える。 

 マッチする相手や役割を変えて合計 20 回実験を繰り返す。 
 実験の成績をもとに算出された報酬と参加費が参加者に支払われる。 
 
 
③ 予想される結果 
ラチェット効果が観察される状況を考える。第二期に進む確率が減少するほど、第一期において
エージェントは、自分の特性（生産性が高いこと）を隠さず、努力水準を上げて高い生産量を実
現し、そして高い報酬を得ようとする。反対に、100％の確率で第二期に進むような状況の場合、
エージェントは故意に第一期目の努力水準を引き下げて、自分の特性をプリンシパルに明らか
にしないことを選択する。そうすることで、第二期目の目標水準を高く設定されることを避ける
ことができ、第二期の目標に軽々と達することで高い報酬を得ることを狙う。 
 
 
 
 
 
 



４．研究成果 
（１）職場環境に関するフィールド実験 
 

 
①  テキストデータ分析により、グループ・時間単位に議論中の「笑った回数」、「沈黙の数」、
「沈黙時間」を計測した。その推移を上のグラフで示した。 
② セミクローズの条件の方が開始から 20 分にかけて笑った回数が多かった。 
③ 沈黙の数はセミクローズ条件とクローズ条件で統計的に有意な差はなかった。 
④ セミクローズ条件の方が中盤の沈黙時間が短かった。 
 
 

 
 
⑤  続いて、テキストデータ分析により、グループ・時間単位に議論中の「極性値の変化」、「ポ
ジティブ語の割合の変化」、「ネガティブ語の割合の変化」を計測し、その推移を上のグラフ
に示した。 
⑥ セミクローズ条件の方が開始から 10 分まで極性値が低かった。 
⑦ セミクローズ条件の方が開始直後にポジティブ語の割合が低かった。 
⑧ セミクローズ条件の方が開始から 10 分までネガティブ語の割合が高かった。 
 
⑨  また、議論の内容や成果物を評価する第三者評価によると、セミクローズの方が評価は高
かった。 
⑩ セミクローズでは、序盤はネガティブな発言が多かった一方で、中盤になるにつれてポジテ
ィブな発言の割合が高くなったことから、序盤から中盤にかけて議論が盛り上がったと判断
できる。会議室の開放度は議論の過程に影響を与えたと言える。 
 
 
（２）ラチェット効果実験 
① 第二期に進む確率が 100%の場合、37.1%のエージェントの役となる実験参加者は第一期目に
低い生産量を選んだ。すなわち、自分の特性（高い生産性）を隠し、故意に努力水準を下げるこ
とを選択した。この結果からラチェット効果が観察されるが、大多数の実験参加者が低い生産量
を選ぶわけではなかった。 
② 第二期に進む確率が 50%の場合、エージェントの役となる実験参加者のほぼ全員が第一期目
に高い生産量を選択した。次期の契約が継続しない確率が高まると、自分の特性（高い生産性で
あること）を隠す必要がなくなった。 
③ 第二期に進む確率が 20%の場合、②の結果と同様、エージェントの役となる実験参加者のほ



ぼ全員が高い生産量を選び、自分の特性（高い生産性）を隠すことはしなかった。 
④ 下のグラフは第一期に高い生産量を選択する割合の推移を示している。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑤ ラチェット効果に関する研究結果をまとめた論文が Bulletin of Economic Research に掲載
された。 
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